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第1 はじめに

第 2 毀用便益比の算定方法について

1 賀用便益比の算定方法は， 法令等により具体的な方法が定められているわけ

ではなく， 被告長崎県は国が作成したマニュアル等に甚づき適切に算定してい

ること

2 被告長崎県は， 川棚川河総事業の費用便益比を遮切に冥定していること

第3 河道賂備による便益とダム建設による便益を峻別していない 旨及び確率

規模1/40年に対応する累加年平均被害軽減額をダム建設による被害軽

減期待額から差し引いてダム建設による便益を算定すべきである旨の原告

らの主張は理由がないこと

1 原告らの主張

2 被告長崎県の主張

(1)事業評価に当たっては， 河道盤-Olaとダム建設という治水事業を 一述のもの

として評価することが妥当であること

(2)川棚川河総事業における洪水調節容 ・量の便益の算定に当たり， 被告長崎県

は河迎整りlltによる便益とダム建設による便益とを峻別して算定しているこ

と

第4 河道整備によりダム建設による現実的な便益が存在しない旨の原告らの

主張は理由がないこと

1 原告らの主張

2 被告長崎県の主張

第5 不特定便益の算定が不合理である旨の原告らの主張は理由がないこと

1 原告らの主張

2 被告長崎県の主張

第 6 結踏
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第 1 はじめに

答弁魯第3の 1 「はじめに」で主張したとおり， 本件では， 原告らの主張す

る権利は民事上の請求の具体的根拠となる権利たり得ないものか， 若しくはそ

の侵害が無いものである。 したがって ， 本件請求は速やかに棄却されるべきも

のであり， 石木ダムの必要性に関する主張は本来不要であるが， 原告らの毀用

便益比に関する主張（原告ら第1 1準備書面で引用する控訴理由魯（その2)

の第 5 ⑬ 1 ないし 3 7 ペ ー ジ））， 第 1 3 準伽薔而〔 l司害面で引用する甲 C 第

3 4号証を含む。〕）には理由がないから， 以下念の為必要と認める範囲で反諭

し， 原告らの主張が到底認められないことを明らかにする。

第2 喪用便益比の算定方法について

1 喪用便益の算定方法は， 法令等により具体的な方法が定められているわけで

はなく， 被告長崎梨は国が作成したマニュアル等に基づき適切に算定している

こと

(1)公共事業評価は， 起業者が， 公共事業の実施に係る意思決定に際して， か

かる意思決定プロセスにおける透明性を向上するなどの観点から行うもの

であり（乙第 1 6 号証 2 ペ ー ジ）， 公共事業評価においては， 費用便益比の

算定結果を重要な指標とするものである（乙第 1 6 号証 6 及び 8 ペ ー ジ）。

もっとも， 費用便益比の算定方法については， 法令等において， その具体

的な分析方法が定められているわけでも， 正しいとされる唯 一の手法が確立

されているわけでもなく， 現状において， 一応の正確性をもって数字でシミ

ュレ ー ションするこ とが可能とされている限定された項目に関するものにと

どまっている（たとえば後述のとおり， 洪水調節による便益の算定におい

ては， 考えられる便益の一部分である被害防止便益の一部を 算定することと

している。）。

そのため， 焚用便益比の算定結果を唯一の証拠として， それのみによって
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公共事業の違法性を判断するなどということは， およそ法の予定しないとこ

ろといわざるを得ず， 一つの判断材料にとどまるのみである（束京高裁平成

24 年 7 月 1 9 日判決参照・裁判所ホ ー ムペ ー ジ〔 1 3 5 ペ ー ジないし1 3 

8ペ ー ジ〕登戦）。

(2)他方， 公共事業評価においては， 費用便益比の算定結果が総合的な評価指

標の一 つとなるため， その評価（算定の過程）については， 客観性， 透明性

が求められる。そこで， 国土交通省河川局（現在の水管理・国土保全局）は，

平成1 7年4月に「治水経済調査マニュアル（案）」（乙第1 7号証）を作成

し， また， 「 ダムの不特定容緻の便益算定について」（平成 2 2年1 1月 24

日付け国土交通省河川局河川計画課長，同河川環境課長，同治水課長通知〔屈l

河計第 1 2 7 号， 国河環第 7 4 号及び国河治第 9 5 号〕〔甲 C 第 3 5 号証の

3〕）を発出したものである。

そこで， 起業者である被告長崎県は， 川棚川河川総合開発事業（石木ダム）

（以下「川棚川河総事業」という。 なお， 被告長崎県は， ①洪水濶節及び②

流水の正常な機能維持を目的として本件事業を行っている〔被告佐世保市は，

水迫用水の確保を目的として行っている。〕ことから， ここでいう「川棚川河

総事業」は， 本件事業のうち， 洪水闊節及び流水の正常な機能維持を目的と

した事業を指す口）についても， 上記治水経済濶査マニュアル（案）及び上記

課長通知（以下， 両者を合わせて指す場合は「治水経済調査マニュアル等」

という。）に基づき， 後記2で述べるとおり， 川棚川河総事業の費用便益比を

適切に算定したものである。

2 被告長崎県は， 川棚川河総事業の贅用便益比を適切に算定していること

(1)川棚川河総事業に限らず， 広く河川総合開発事業として都道府県が実施し

ている事業における総便益については， 同事業が， 洪水調節と流水の正常な

機能の維持を目的とする場合は， その事業評価に当たっては， 洪水鯛節にお

ける便益と流水の正常な機能の維持における便益を足し合わせて総便益を
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算出する必要がある。

そして， 河川総合開発事業を実施するための喪用及び施設の維持管理に必

要とされる典用を算出し， 上記のとおり算定した総便益と比較することによ

り， かかる事業の経済性を評価することを目的としている。

(2)まず， 洪水調節における便益は洪水調節容堡の便益である， 水害によって

生じる人命被害と直接的また は問接的な資産被害を軽減するこ とによって

生じる可処分所得の増加（便益）， 水容が減少することによる土地の生産性

向上に伴う便益， 治水安全度の向上に伴う精神的な安心感などがある。

次に流水の正常な機能の維持における便益は．不特定容緻の便益であり，

不特定容緻（動植物の保護， 漁業， 景蜆， 流水の消潔の保持等を考盛して定

められた維持流量及び水利流量から成る流蛍を総合的に考盛して定められた

流塁を補給するごとができる容撒をいう。）によって河川の安定的な流況をも

たらすことにある。

しかし， そのいずれについて も市場財としてその効果を計測すること は困

難である。 そこで， 洪水調節における便益としては， 考え られる便益の一部

分である被害防止便益（水害によって生じる直接的または間接的な資産被害

を軽滅することによって生じる可処分所得の増加〉とされている（乙第 1 7 

号証1ペ ー ジ）。 また， 不特定容徽の便益として は， 不特定容緻のみを貯水す

るための施設を建設する毀用（身替りダム建設幽）をもって算定することと

されている（甲C第35号証の3 · 4枚目）。

(3)これを， 毀用対効果分析資料（甲C第3 1号証）に基づいて検討された川

棚川河総事業についてみると， 洪水調節における便益は， 石木ダム建設地点

の下流において， 年超過確率1 / 1 0 0までの洪水が発生した場合に， ダム

事業を実施した場合と実施しない場合の氾濫解析を発生確率ごとに実施し．

それぞれの想定被害額の算定を行い． この差と発生確率から年平均被害軽減

期待額を算定し， これをダム完成後から50年間の期間（同号証5枚目の表
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の下半分の平成35年から同84年）に割り振って計上することとし ている。

さらに， 評価対象期問終了時点における施設の残存価値を算定し， これ ら

を社会的割引率等により現在価値化したものの総和を総便益としている。

一方， 総毀用の算定についてば施設の整備完成までに要する典用と， そ

の施設の完成から5 0年問の維持管理賀を 社会的割引率により現在価値化し

たものの総和としている。

以上のとおり算定した結呆， 川棚川河総事業の裂用便益比が「1. 2 5 J 

となり（同号証 5枚目の表の右下の数値）， 「 1」を 超えているから便益が盛

用を 上回ることが明らかとなった ものである。

(4) したがって， 被告長崎県は， 国が定めた治水経済調査マニュアル等に基づ

き， 川棚川河総事業の炭用便益比を適切に算定し ている。

以上を前提として， 被告長崎県は， 前記痰用便益比の算定結果に関して原

告らがるる主張している点について， 以下， 必要な範囲で反論することとす

る。

第3 河逆幣イ,mによる便益とダム建設による便益を峻別していない旨及び確率規

模1/4 0年に対応する累加年平均被容軽減額をダム建設による被害軽減期

待額から差し引いてダム建設による便益を算定 すべきである旨の原告らの主

張は理由がないこと

1 原告らの主張

原告らは， 事業認定処分の対象となる事業は「ダム建設」であって河道斃備

はこれに含まれないなどとして， 原判決が河道整備による便益とダム建設によ

る便益を峻別し なかったのは誤っている旨主張する（控訴理由書（その2)第

5の 2 及び 3 · 3 2 ペ ー ジ）。

また，原告らは，川棚川本川における石木JI! 合流地点から河口までの区間（甲

C第3 1号証の被害額表等において「A区間」とする区間 。 以下「A区間」と
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い う 。） のみ の便益を算定する こ とを前提に， 平成 1 4 年度までに行 わ れ た河

遊整備により， 川棚川の 治 水 安全度が， 石木ダムがな く ， かつ， さ ら な る河遊

整備を行 わな く と も ， 確率規模 1 / 4 0年 の治水安全度は確実に確保 さ れ てい

るため ， ダム建設による 被害軽減期 待額を検討する際に は ， 確 率規模 1 / 1 0 

0 年に対応 する累 加 年 平均 被 害 軽 減 額 か ら 確率規模 1 / 4 0 年 に対 応する累

加 年 平 均被害軽減額を差し引 いて考えるべ き である旨 主張す る （控 訴 理 由 曹

（そ の 2 ) 第 5 の 5 ( 1 ) 及 び ( 2) · 3 3 及 び 3 4 ペ ー ジ）。

2 被告長崎県 の主張

(l ) 事業評価に当 たっては ， 河逆整 備 とダム建設 という治水事業を一 述 のもの

として評価することが妥 当 であること

ア 川棚川河総事業と河道堅備 は， 事業としては別 の も の であるが， い ずれ

も川棚川 の 治水 対 策 を 目 的 とした事業である点 は共通している。 そし て，

被告 長 崎県は， 昭和 5 0 年度か ら 一 述の事 業 と して河道整伽 と ダム 事 業 の

最適な組合せの最適な組合せによる 治水対策を進めてきた ことか ら ， 川棚

川水 系基本方針の策 定（平成 1 7 年 度） においても， 昭和 5 0年 当 時 の 河

道を前提として想定氾濫 区城 を算 出 し ， 同 方針策定時点 の 区域 内 の資産等

を算 出 した上で， 計 画規模を 1 / 1 0 0 と 決定した ものであり， これは中

小河川の手引き（乙 6 号証） におけ る 手順に添 う ものである 。

そして， 別訴判 決 も正当 に判 示するとおり（甲 E 第4 号証 1 0 8 及び 1

0 9 ペ ー ジ）， 当 初定めた計画規校に基づき治水事業を行っていけば， 事業

が進 む ほ どに洪水 に よる氾濫等 の 危 険及び浸水 想定 区城が減少していくこ

ととなるが， それは， 治水事業 の実施により目 標 達成に至る過程 で 生じる

当 然 の効呆であって， かかる効果を理 由 と して当 初設定した 目 標である計

画規模を変更するの は本末転倒 と い う ほ かな く ， 現に治水事業を行ってい

る最 中 の 平成1 7 年度に川棚川水系 基本方針を策定するに当たり， 計 画 規

模の設定 の際に用 い る 河道 状況を， 当 初設定した時点（昭和 5 0年度） か
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ら変更する必要がないこと は明 らかである。

イ こ のよう に， 川 棚川 河総事業が， 昭和 5 0年 度から年超過確率 1 / 1 0

0の計 画規校を目標に， 河道整備 とダム事業の最滴な組合せにより 一連 の

事業として 治水対策を進 め て きたことから， その事業評価を行 う に当た っ

て も， 一辿の事業として評価する ことは妥 当である。

したが っ て， ダム建 設 に よる被害軽減期待額 を検討する際には， 確率規

模 1 /4 0年に対応する累 加 年 平均被杏軽滅額を差し引いて 考えるべき で

ある 旨の原告らの 主張は， 理 由 がない。

(2)川棚JI ! 河総事業 にお ける洪水閥節容蜃の便益の冥定に当 たり， 被告長崎県

は河道整備による便益とダム 建設による便益と を峻別 して算定しているこ

と

ア 被告長崎県が行 っ た 洪水調 節容緻 の 便益 の 卵定方法を 具 体 的に述べる

と， まず， 事 業溶手した昭和 5 0 年 当 時 の 河逆を基に氾濫 シ ミ ュ レ ー シ ョ

ンを行い， 川棚川 本川 の う ち A 区間（石木川合流地 点か ら河 口 まで の区間），

川 棚川 本川 合流地点からダム 建設地点ま での 石木川 の 区 間（以下， A 区間

と同様， 甲 C 第 3 1 号 証 の 被害額表等の記載のとおり， 「 B 区 間 」 と い う D ) '

川 棚川 の う ち 石木川 合流 地 点 より 上 流 の 舘橋までの区問（以下 ， A区問及

び B 区問 と 同様に， 「 C 区問 」 と い う 。） に分け， 確率規模毎 の 想 定被害額

を一般資産被害額， 農作物被害額， 公共土木被害額， 間接被害額に 分けて

算定した 上， こ れらの被害額を合算して各 区間 の 年平均 被害軽減期待額を

算定した （甲 C 第 3 1 号証 2 及び 3 枚 目 ）。

そ の 後， 石木ダム の 下流に当 たるA 区間と B 区間については ， 河道照備

による便益とダム建設による便益と を 流下能 力 の 向上分とダムによ る 洪

水調節 に よるそれぞれの効果割合（「便益配分率」 （ 甲 C第3 1 号証4枚 目 〕

の 「河川分便益配分率」 及び 「ダム分便益配分率」 棚 記 載 の も の。 両 率 は

合計で 「 1 . 0 0 0 」 である。） に応 じて按分し， ダム分の 年平均 被杏軽減
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期待額を算定 し ている（甲 C 第 3 l 号証 4 枚目 「 ダムと河道の便益配分」

表の③ 「 ダム 分 年 平均被害軽減期待額 ＝ ①x ②」 の合計欄参照。）。

イ こ のよ う に ， 石木ダ ムの下流 に あ り ， 石木ダムの建設によ り 洪水調 節効

呆が現れるA 区 間 と B 区 間につ い て ， 河 道 整備による便益 と ダム 建設 に よ

る便益を ， 流 下 能 力 の向 上 分とダム に よ る洪水調節 に よ るそれぞれの効 呆

割 合 に 応 じて按分 している。 これは， 川棚川河総事業と河遊整備が， 本来

的には別の事業であ り ， 川 棚 川 河総事業の毀用便益 比 を 算定する に 当 たっ

て も ， 河遊整備によ る便益 を 除 く 必 要があるか ら 行って いるのであって，

河逆 整 備によ る便益と ダ ム 建 設 に よ る便益 を 峻 別 して算 定 し て い る こ と

に ほかならない。

したが っ て， 河道蓋備 に よ る便益 と ダ ム 建設によ る便益を峻別 し ていな

い 旨の原告 らの主張 は ， 理 由 がな い 。

(3) 以 上のとお りであるか ら ， 河逆の墜伽によ って生 じ る便益と， ダ ム 建設 に

よって 生 じる便益 と を 峻別 して い な い と する主 張 及びダ ム 建 設 に よ る被容

軽減期待額を検 討する際には， 確率規模 1 / 4 0 年に対応する累 加 年 平均被

害軽減額 を 差 し 引 いて考 え るべきとす る 原告 ら の主張 に は ， 何 ら 理 由 が な い 。

第 4 河道 幣備 に よ り ダ ム 建設 に よ る現 実 的 な便益が存在 しない 旨の原告 ら の主

張 は理 由 が ないこ と

1 原 告 ら の主 張

原告 ら は ， 川棚川の河道整備 さ え 行 わ れれ ば， 1 0 0 年 に 一 度の奈雨 が 生 じ

た と して も 想定 さ れる水位は堤 防 高 を 超 え な いのであるか ら ， 川棚川 に お いて，

ダ ム 建 設 に よ る現 実 的 な便益 は存 在 し な い 旨 主 張する（控 訴 埋 由 番（その 2 )

第 5 の 4 · 3 3 ペ ー ジ）。

2 被告長崎県の主張

( 1 ) しか しなが ら ， 前 記第 3 の 2 ( 1 )  ( 8 ペ ー ジ ） で述 べたとお り ， 被告長

，
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崎県は， 昭和 5 0 年度からの一遮の事 業 として河逆整備とダム事業 の 最適な

組合せによる治水対策を進めてきたものである。

そ して， 計 画 高 水位 は， 技術基準等に基づき， 左 右岸の堤内地盤高， 既往

洪水の最高水位等を勘案して ， 計 画 高水流盤を安全に流下 さ せ る ことができ

るように， 各地点の 計算推移を包絡するように直線近似で設定している。 ま

た， 技術基準によれ ば， 既に工事実施基本計画や河川改修 計画によ り 既往 の

計画 高水位 が設定されている場合には， 堤防高や橋 梁の桁下高， 支川の河道

計画や 内水処理計画など現状を踏 ま え ， 針画高水位を踏襲するのが 一 般的で

あると さ れている。 そこで， 川 棚 川 水 系 では， 工事実施基木計 画 において，

左右岸の堤 内地盤高， 既往洪水の最高水位等を勘案して 計 画 高 水位 を 設定し，

堤防や 各種構造が築造 さ れているため， この計圃 高水位を踏 襲すること と し

ている。

こ のよ う に， J I I 棚J I I にお い ては， 前記のとお り 計画規模を年超過確率 1/

1 0 0 と定めた上で， 河道整備 と 石木ダム建設による一連の事 業 と して洪水

調 節効果を発押する こ とで， 計 画高水流 獄 1 1 3 0 立方 メ ー ト ル／秒を 計画

高水位以下で安全に流下 さ せることができると さ れて いるのである。

(2)そして， 前記第3の 2 ( 1 ) イ ( 8 ペ ー ジ） で述べた と お り ， 事 業評価に

当 たっては ， 治 水事業を 一辿 の 事業として 評価すると さ れており， 川棚川に

ついては前記 ( 1 ) のとおり定められているた め， 被告長崎県は ， 昭和 5 0 

年 度 から進 め て き た河道整備 とダム事業の最適な組 合 せによる一 連の事業

として評価することと しているので ある。

(3 ) した がって， 川 棚川 の河道整備 さ え 行 え ば被害は生 じ な い と する原告らの

主張は理 由がな く ， その こ とを前提 と して 本件事業においてダム建設による

現実的な便益は存 在しない旨の原告らの主張 は 失 当 である。

第5 不特定便益の算定が不合 理で あ る 旨の原告 ら の主張は理 由 が ない こ と

10 



19-03- 05; 13 : 58 ;#託臥 福囲木下齢稚事務所 ;09 5  8 16 3262  # 1 2/  1 4  

1 原告 ら の主張

原告 ら は， 被告長崎 県が 「不特定便益は流景の維持をす る と いう 点 を 便益 と

して加算 しているが， 治水の検討の側面 か ら は 無 関 係 な も のであるた め ， 本 質

的には考慮対象とはすべ き ではな い 。 」 （控訴理 由 魯 （ その 2 ) 第 5 の 5 ( 4 ) · 

3 5 及 び 3 6 ペ ー ジ） ， 被 告長崎県の設 定 した 「 こ の不特定 便益 と さ れる 『流

水の正常な機能の維持 』 は 現 実 的 な 公共の利 益ではな い 。 そも そ も 川 棚 川 や 石

木 川 における 自 然流巌にて何 ら の 問 題 も 生 じ て い な いのであ る か ら ， 何 ら 住 民

ら に 利益をもた ら すもの ではない。 」 （原告 ら 第 1 3 準備書面第 2 の 2 · 2 ペ ー

ジ ） な ど と 主張する。

また， 原告 ら は， 不特定便益につ いて， 被 告 長崎県によ る 算定 では， 将来発

生 す るはず の 便益が過去 に 生 じ たか の ような算定となってお り ， 便益 の 現在価

値化を行 う と 便益 が 埴 加 す る と い う 不合理 か つ異 常な便益算 定 で あ る 旨 主 張

する （控訴理 由 替 （その 2 ) 第 5 の 6 · 3 6 及び 3 7 ペ ー ジ ， 原告 ら 第 1 3 準

備 粛 面第 2 の 2 · 2 及び 3 ペ ー ジ ） 。

2 被 告長崎県の主張

( 1 ) しかしな が ら ， 本件事業は， 洪水調 節 及 び水道用 水の確保の ほ か ， 流水の

正常な機能の維持の必 要性が諮め ら れる ことか ら ， こ れ を も 目 的とする もの

であ り （乙 4 号証の 5 及 び 6 ペ ー ジ ） ， 流水の正 常な機能 を 維 持 す るた め に

は， 動 檻物の保護 ， 旅業， 最観， 流水の 消 潔 の保持等を考盛して定 め ら れた

維持流 景 及 び水利流盤 か ら 成る流緻等 を総合的 に 考 成 して定め ら れた流 景

を補給する こ と がで き る 容盪（不特定容盤）を確保する こ と が必要で あ る。

した が っ て， 不特定便益が治水の検討の側面 か ら は 無 関 係 な も ので あ り ，

考慮対 象 と はすべ き で は な い 旨の原 告 らの主張 は ， 失 当 で あ る 。

(2)また． 被告長崎県は， 不特定容屋の便益を 算 定す る に当 た っ ては ， 治水経

済調査マニ ュ ア ル等 にの っ と り ， 適切 に 算 定 してい る （ 甲 C 第 3 5 号 証の 3 ,

乙第 1 7 号証 1 1 ペ ー ジ 〉 。
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具体 的には， 不特定容壁のみを貯水するた めのダムを建設する微用 （身替

りダム 建設致） を賂備期 間（石木ダムの整備期 間である昭和 5 0年度か ら平

成 3 4 年 度まで） の各年度に割り振って計 上し， これらにつ い て ， 社会的割

引率 &
l を4 % と して現在価値化した も のの総和 を もって， 不特定容 呈の便益

を算定しているのである。

したがって ， 被告長崎県が算定した不特定容星の便益が， 不合理かつ異常

な便益算定で ある旨の原告 らの主張は， 理由がない 。

(3) 以上 よ り ， 原告らの前 記 1 の主張 は， いずれ も 理 由がない。

第 6 結 語

以上のとおり， 被告長崎県は ， 川 棚川 河総事業における炭用便益比 を 適切に

算定しており， 致用 便益比に関して 原告 らがるる主張する点は， い ずれも理由

がない 。

よっ て ， 原告らの請求は， 速やかに棄却 さ れるべ き である。

以上

＂ 費用 便益分析 に お い て ， 将 来 の 便 益や 殴 用 を 現 在 の 価値 と し て統 一 的 に 評価 （ 現 在価値化）

す る 際 に割 り 引 く た め の 比率 を い う 。 凶 土交通省所密の公共事業 の 喪 用 使益分析 に お い て適用

さ れ る 社会 的割 引 率 は ， 全て 4 バ ー セ ン ト と さ れ て い る （ 乙第 1 7 号証 1 1 ベ ー ジ） ．
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